
公社のご案内

　一般財団法人住宅改良開発公社は、住宅の改良・新築、住宅及びこれに関連する建造
物の不燃化・高層化、市街地の再開発並びに宅地の開発を推進するとともに、住宅及び
これに関連する建造物に係る融資について債務の保証を行うこと等により民間賃貸住
宅等の供給促進を図り、もって国民の住生活の安定改善と福祉の向上に貢献することを
目的としています。

公社の目的
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一般財団法人　住宅改良開発公社
東京都千代田区五番町14番地の1
首都圏本部・札幌支社・仙台支社・高崎支社
名古屋支社・大阪支社・広島支社・福岡支社
塩島　高雄
一般財団法人  平成24年4月1日  （財団法人設立　昭和30年12月1日）
1億円
111名

公社の概要

コンプライアンス憲章
　一般財団法人住宅改良開発公社は、コンプライアンスを経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、企業倫理
の確立とコンプライアンス態勢の充実・強化に努めております。当公社は、この憲章ならびにその精神を遵守し、高
い倫理観をもって日々の業務活動を遂行してまいります。

《信頼の確立》　当公社の社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全かつ適切な業務運営を通じて、
お客様や社会からの長期にわたる揺ぎない信頼の確立を図ります。

《法令等の厳格な遵守》　あらゆる法令、社会規範等を遵守し、誠実かつ公正な業務執行に努めます。

《情報の適切な管理》　業務上知り得たお客様に関する情報の取扱いについては、細心の注意を払い、外部に漏
洩しないよう厳正に管理します。

《公正かつ透明な企業活動》　公正な企業活動を行うとともに、適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、
経営の信頼性・透明性の確保に努めます。

《反社会的勢力に対する対応》　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等とも連携し
て、毅然とした姿勢で臨みます。

《適切かつ十分な説明》　お客様に対して、商品やサービスの正確かつ適切な情報を提供するとともに、法令等
に従い、適切かつ十分な説明を行います。また、お客様の声を謙虚に受け止め、経営に反映します。

《人格・個性の尊重》　役職員一人ひとりの人格及び個性を尊重し、働きやすい職場環境の確保に努めます。

《問題発生時における迅速かつ的確な対応》　本憲章に抵触する問題等が発生した場合には、速やかに事実関係
を把握し、迅速かつ的確に対応します。

（平成29年10月現在）
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一般財団法人 住宅改良開発公社本社・支社・受付センター

 （2017.10.1500 ホ）

営業地域／岐阜県、愛知県、三重県、静岡県※

※静岡県で建設された方については、返済開始後
　の管理業務を首都圏本部が行います。

※富山県、石川県、福井県で建設された方については、
　返済開始後の管理業務を名古屋支社が行います。
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一般財団法人 住宅改良開発公社は、賃貸住宅づくりの豊か
な経験と確かな実績を活かして、これからも人・住まい・都市
の豊かな未来をつくっていきます。

営業地域／東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、山梨県、沖縄県
首都圏本部  水道橋受付センター

水道橋受付センター（事業推進第一部）　

（事業推進第二部）　

〒112-0004 東京都文京区後楽1-2-2 ココタイラビル1階
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全国の主要都市に9カ所の拠点を置き、
親身なサービスと心強いサポートを
全都道府県のみなさまにお届けしています。
賃貸住宅経営による土地活用については、
建設予定地域の首都圏本部・支社・受付センターまで
お気軽にご相談ください。

全国に広がる安心と信頼のネットワーク

住宅改良開発公社の
ご案内
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賃貸住宅経営等に関する専門的な立場から、「住まいと人」に関する調査・研究を行います。その成
果を、公社の業務に活用するとともに、ホームページで公表すること等により幅広く社会に還元い
たします。

調査研究事業
＜最近行った調査研究＞
■　賃貸住宅における不動産流通（取引）の現状等に関する調査
■　賃貸住宅市場の現況と中長期見通しに関する調査
■　サービス付き高齢者向け住宅に関する調査
■　サービス付き高齢者向け住宅の今後の動向に関する調査
■　高齢者専用賃貸住宅に関する調査
■　高齢者向け賃貸住宅の現状に関する調査

 広報事業
■　情報誌「ＨＡＲＭＯＮＹ」の発行

公社共同事業を利用して建設されたお客さまの賃貸住宅を、公社が無料で診断します。
お客さまの大切な賃貸住宅の維持・管理及び健全な賃貸住宅経営をサポートします。

（1）建築物診断事業では、建築物の老朽度・劣化等を診断し、維持管理に関する助言等を行います。
（2）経営診断事業では、賃貸住宅経営に関する調査を実施し、経営に関する助言等を行います。

■診断の対象となる物件
・公社共同事業により建設された賃貸住宅で、竣工から一定期間を経過したもの
※建築物診断は目視及び打診による方法で実施

お客さまが住宅金融支援機構から融資を受けて賃貸住宅を建設する際に、連帯保証人となるとと
もに、お客さまの借入申請や融資手続きへの支援、工事審査等を行います。お客さまには、所定の
保証料とともに、業務委託費をお支払いいただきます。

立地条件やアクセスが良好な東京都内をはじめ地方大都市エリアにおいて、住宅改良開発公社
自ら良質な賃貸住宅等を取得又は開発し、運営を行います。

お客さまが住宅金融支援機構または沖縄振興開発金融公庫から融資を受けて賃貸住宅を建設す
る場合などに、所定の保証料をご負担いただくことで、公社が連帯保証人となり、住宅金融支援機
構または沖縄振興開発金融公庫への保証責任をお引き受けします。

件  数
保証債務残高

（平成29年3月末）

（注）上記計数には、新公社共同事業分を含みます。

金  額

9,475件 7,746億円

お客さまが公社が提携する民間金融機関から融資を受けて賃貸住宅を建設する場合などに、所
定の保証料をご負担いただくことで、公社が連帯保証人となり、公社が提携する民間金融機関へ
の保証責任をお引き受けします。　

件  数
保証債務残高

（平成29年3月末）

金  額

1,837件 1,049億円

住宅改良開発公社は「誠実・親身」をモットーに、経験と専門知識を活かし、お客さまの
賃貸住宅経営を幅広くサポートしています。お客さまの大切な土地活用の際、公社の
各事業を是非ご利用ください。

公社事業のご案内
安心と信頼のパートナーとして、賃貸住宅経営を幅広くサポートいたします。

4 調査研究事業
「住まいと人」をテーマに調査研究します。

5 建築物診断事業・経営診断事業
竣工後の劣化状況等の建築物診断や経営相談に関するアドバイスを行います。

1 融資保証事業
住宅金融支援機構・沖縄新興開発金融公庫融資の連帯保証人になります。

2 公社民賃事業　融資保証事業（提携金融機関融資）
公社が提携する民間金融機関融資の連帯保証人になります。

3 新公社共同事業　業務受託・融資保証事業
住宅金融支援機構融資を受けて賃貸住宅を建設する際に総合的に支援します。

6 不動産経営事業
良質な賃貸住宅等の取得、開発、運営を行います。

一般財団法人住宅改良開発公社は、これまで多くの賃貸住宅経営に関する
ノウハウと専門知識を蓄積してきました。
豊かな経験と確かな実績を活かして、お客さまの大切な土地を未来のため
に有効活用できるようお手伝いいたします。
賃貸住宅づくりのパートナーとして、一般財団法人住宅改良開発公社を
お気軽にご利用ください。

豊かな未来に向けて、公社事業をお客さまの
「賃貸住宅経営」にお役立てください。

財団法人住宅改良公社設立、東京都知事許可
業務地域を全国に拡大、建設大臣許可
名称を財団法人住宅改良開発公社に変更
住宅金融公庫の賃貸住宅の融資保証業務を開始
情報誌「ＨＡＲＭＯＮＹ」発刊
民間提携金融機関の賃貸住宅融資保証業務を開始
一般財団法人に移行

昭和30年
昭和40年
昭和45年
昭和63年
平成 2年
平成 7年
平成24年

一般財団法人住宅改良開発公社のあゆみ

（平成29年6月現在）
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保証料とともに、業務委託費をお支払いいただきます。

立地条件やアクセスが良好な東京都内をはじめ地方大都市エリアにおいて、住宅改良開発公社
自ら良質な賃貸住宅等を取得又は開発し、運営を行います。

お客さまが住宅金融支援機構または沖縄振興開発金融公庫から融資を受けて賃貸住宅を建設す
る場合などに、所定の保証料をご負担いただくことで、公社が連帯保証人となり、住宅金融支援機
構または沖縄振興開発金融公庫への保証責任をお引き受けします。

件  数
保証債務残高

（平成29年3月末）

（注）上記計数には、新公社共同事業分を含みます。

金  額

9,475件 7,746億円

お客さまが公社が提携する民間金融機関から融資を受けて賃貸住宅を建設する場合などに、所
定の保証料をご負担いただくことで、公社が連帯保証人となり、公社が提携する民間金融機関へ
の保証責任をお引き受けします。　

件  数
保証債務残高

（平成29年3月末）

金  額

1,837件 1,049億円

住宅改良開発公社は「誠実・親身」をモットーに、経験と専門知識を活かし、お客さまの
賃貸住宅経営を幅広くサポートしています。お客さまの大切な土地活用の際、公社の
各事業を是非ご利用ください。

公社事業のご案内
安心と信頼のパートナーとして、賃貸住宅経営を幅広くサポートいたします。

4 調査研究事業
「住まいと人」をテーマに調査研究します。

5 建築物診断事業・経営診断事業
竣工後の劣化状況等の建築物診断や経営相談に関するアドバイスを行います。

1 融資保証事業
住宅金融支援機構・沖縄新興開発金融公庫融資の連帯保証人になります。

2 公社民賃事業　融資保証事業（提携金融機関融資）
公社が提携する民間金融機関融資の連帯保証人になります。

3 新公社共同事業　業務受託・融資保証事業
住宅金融支援機構融資を受けて賃貸住宅を建設する際に総合的に支援します。

6 不動産経営事業
良質な賃貸住宅等の取得、開発、運営を行います。

一般財団法人住宅改良開発公社は、これまで多くの賃貸住宅経営に関する
ノウハウと専門知識を蓄積してきました。
豊かな経験と確かな実績を活かして、お客さまの大切な土地を未来のため
に有効活用できるようお手伝いいたします。
賃貸住宅づくりのパートナーとして、一般財団法人住宅改良開発公社を
お気軽にご利用ください。

豊かな未来に向けて、公社事業をお客さまの
「賃貸住宅経営」にお役立てください。

財団法人住宅改良公社設立、東京都知事許可
業務地域を全国に拡大、建設大臣許可
名称を財団法人住宅改良開発公社に変更
住宅金融公庫の賃貸住宅の融資保証業務を開始
情報誌「ＨＡＲＭＯＮＹ」発刊
民間提携金融機関の賃貸住宅融資保証業務を開始
一般財団法人に移行

昭和30年
昭和40年
昭和45年
昭和63年
平成 2年
平成 7年
平成24年

一般財団法人住宅改良開発公社のあゆみ

（平成29年6月現在）

左右 210mm 左右 210mm 左右 207mm



公社のご案内

　一般財団法人住宅改良開発公社は、住宅の改良・新築、住宅及びこれに関連する建造
物の不燃化・高層化、市街地の再開発並びに宅地の開発を推進するとともに、住宅及び
これに関連する建造物に係る融資について債務の保証を行うこと等により民間賃貸住
宅等の供給促進を図り、もって国民の住生活の安定改善と福祉の向上に貢献することを
目的としています。

公社の目的

名 称
本 社
事 業 所

理 事 長
設 立
基本財産
役 職 員

：
：
：

：
：
：
：

一般財団法人　住宅改良開発公社
東京都千代田区五番町14番地の1
首都圏本部・札幌支社・仙台支社・高崎支社
名古屋支社・大阪支社・広島支社・福岡支社
塩島　高雄
一般財団法人  平成24年4月1日  （財団法人設立　昭和30年12月1日）
1億円
111名

公社の概要

コンプライアンス憲章
　一般財団法人住宅改良開発公社は、コンプライアンスを経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、企業倫理
の確立とコンプライアンス態勢の充実・強化に努めております。当公社は、この憲章ならびにその精神を遵守し、高
い倫理観をもって日々の業務活動を遂行してまいります。

《信頼の確立》　当公社の社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全かつ適切な業務運営を通じて、
お客様や社会からの長期にわたる揺ぎない信頼の確立を図ります。

《法令等の厳格な遵守》　あらゆる法令、社会規範等を遵守し、誠実かつ公正な業務執行に努めます。

《情報の適切な管理》　業務上知り得たお客様に関する情報の取扱いについては、細心の注意を払い、外部に漏
洩しないよう厳正に管理します。

《公正かつ透明な企業活動》　公正な企業活動を行うとともに、適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、
経営の信頼性・透明性の確保に努めます。

《反社会的勢力に対する対応》　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等とも連携し
て、毅然とした姿勢で臨みます。

《適切かつ十分な説明》　お客様に対して、商品やサービスの正確かつ適切な情報を提供するとともに、法令等
に従い、適切かつ十分な説明を行います。また、お客様の声を謙虚に受け止め、経営に反映します。

《人格・個性の尊重》　役職員一人ひとりの人格及び個性を尊重し、働きやすい職場環境の確保に努めます。

《問題発生時における迅速かつ的確な対応》　本憲章に抵触する問題等が発生した場合には、速やかに事実関係
を把握し、迅速かつ的確に対応します。

（平成29年10月現在）

一　　般
財団法人

一般財団法人 住宅改良開発公社本社・支社・受付センター

 （2017.10.1500 ホ）

営業地域／岐阜県、愛知県、三重県、静岡県※

※静岡県で建設された方については、返済開始後
　の管理業務を首都圏本部が行います。

※富山県、石川県、福井県で建設された方については、
　返済開始後の管理業務を名古屋支社が行います。

千種ニュータワービル9階

本町南
ガーデンシティ

営業地域／東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、山梨県、沖縄県

東急番町ビル

イオンショッパーズ
福岡店

営業地域／栃木県、群馬県、新潟県、長野県、富山県※、石川県※、福井県※
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一般財団法人 住宅改良開発公社は、賃貸住宅づくりの豊か
な経験と確かな実績を活かして、これからも人・住まい・都市
の豊かな未来をつくっていきます。

営業地域／東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、山梨県、沖縄県
首都圏本部  水道橋受付センター

水道橋受付センター（事業推進第一部）　

（事業推進第二部）　

〒112-0004 東京都文京区後楽1-2-2 ココタイラビル1階

ココタイラ
ビル1階

エー・ゼット
キュウブビル2階

全国の主要都市に9カ所の拠点を置き、
親身なサービスと心強いサポートを
全都道府県のみなさまにお届けしています。
賃貸住宅経営による土地活用については、
建設予定地域の首都圏本部・支社・受付センターまで
お気軽にご相談ください。

全国に広がる安心と信頼のネットワーク

住宅改良開発公社の
ご案内

一　　般
財団法人

左右 207mm 左右 210mm 左右 210mm



公社のご案内

　一般財団法人住宅改良開発公社は、住宅の改良・新築、住宅及びこれに関連する建造
物の不燃化・高層化、市街地の再開発並びに宅地の開発を推進するとともに、住宅及び
これに関連する建造物に係る融資について債務の保証を行うこと等により民間賃貸住
宅等の供給促進を図り、もって国民の住生活の安定改善と福祉の向上に貢献することを
目的としています。

公社の目的

名 称
本 社
事 業 所

理 事 長
設 立
基本財産
役 職 員

：
：
：

：
：
：
：

一般財団法人　住宅改良開発公社
東京都千代田区五番町14番地の1
首都圏本部・札幌支社・仙台支社・高崎支社
名古屋支社・大阪支社・広島支社・福岡支社
塩島　高雄
一般財団法人  平成24年4月1日  （財団法人設立　昭和30年12月1日）
1億円
111名

公社の概要

コンプライアンス憲章
　一般財団法人住宅改良開発公社は、コンプライアンスを経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、企業倫理
の確立とコンプライアンス態勢の充実・強化に努めております。当公社は、この憲章ならびにその精神を遵守し、高
い倫理観をもって日々の業務活動を遂行してまいります。

《信頼の確立》　当公社の社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全かつ適切な業務運営を通じて、
お客様や社会からの長期にわたる揺ぎない信頼の確立を図ります。

《法令等の厳格な遵守》　あらゆる法令、社会規範等を遵守し、誠実かつ公正な業務執行に努めます。

《情報の適切な管理》　業務上知り得たお客様に関する情報の取扱いについては、細心の注意を払い、外部に漏
洩しないよう厳正に管理します。

《公正かつ透明な企業活動》　公正な企業活動を行うとともに、適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、
経営の信頼性・透明性の確保に努めます。

《反社会的勢力に対する対応》　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等とも連携し
て、毅然とした姿勢で臨みます。

《適切かつ十分な説明》　お客様に対して、商品やサービスの正確かつ適切な情報を提供するとともに、法令等
に従い、適切かつ十分な説明を行います。また、お客様の声を謙虚に受け止め、経営に反映します。

《人格・個性の尊重》　役職員一人ひとりの人格及び個性を尊重し、働きやすい職場環境の確保に努めます。

《問題発生時における迅速かつ的確な対応》　本憲章に抵触する問題等が発生した場合には、速やかに事実関係
を把握し、迅速かつ的確に対応します。

（平成29年10月現在）

一　　般
財団法人

一般財団法人 住宅改良開発公社本社・支社・受付センター

 （2017.10.1500 ホ）

営業地域／岐阜県、愛知県、三重県、静岡県※

※静岡県で建設された方については、返済開始後
　の管理業務を首都圏本部が行います。

※富山県、石川県、福井県で建設された方については、
　返済開始後の管理業務を名古屋支社が行います。

千種ニュータワービル9階

本町南
ガーデンシティ

営業地域／東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、山梨県、沖縄県

東急番町ビル

イオンショッパーズ
福岡店

営業地域／栃木県、群馬県、新潟県、長野県、富山県※、石川県※、福井県※
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一般財団法人 住宅改良開発公社は、賃貸住宅づくりの豊か
な経験と確かな実績を活かして、これからも人・住まい・都市
の豊かな未来をつくっていきます。

営業地域／東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、山梨県、沖縄県
首都圏本部  水道橋受付センター

水道橋受付センター（事業推進第一部）　

（事業推進第二部）　

〒112-0004 東京都文京区後楽1-2-2 ココタイラビル1階

ココタイラ
ビル1階

エー・ゼット
キュウブビル2階

全国の主要都市に9カ所の拠点を置き、
親身なサービスと心強いサポートを
全都道府県のみなさまにお届けしています。
賃貸住宅経営による土地活用については、
建設予定地域の首都圏本部・支社・受付センターまで
お気軽にご相談ください。

全国に広がる安心と信頼のネットワーク

住宅改良開発公社の
ご案内

一　　般
財団法人

左右 207mm 左右 210mm 左右 210mm


